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衆議院決算行政監視委員会（分科会）ニュース

平成 20.4.22 第 169 回国会第 2号

4月 22 日、第 2回の分科会が開かれました。

①平成 18年度一般会計歳入歳出決算

平成 18年度特別会計歳入歳出決算

平成 18 年度国税収納金整理資金受払計算書

平成 18 年度政府関係機関決算書

②平成 18年度国有財産増減及び現在額総計算書

③平成 18年度国有財産無償貸付状況総計算書

第 1分科会

（皇室費、国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府（本府、警察庁、金融庁）、外務省及び環境省所管並びに他の分科

会所管以外の国の会計）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・鴨下環境大臣、泉国務大臣（国家公安委員会委員長）、岸田国務大臣（国民生活担当大臣）、渡辺国務大臣（行政改革

担当、公務員制度改革担当、金融担当大臣）、山本内閣府副大臣及び政府参考人並びに駒崎衆議院事務総長、濱坂裁

判官弾劾裁判所事務局長、白井裁判官訴追委員会事務局長、長尾国立国会図書館長に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

（内閣所管）

篠 原 孝君（民主）

・公務員に対する過剰な批判により、国家公務員Ⅰ種試験

の志望者数がピーク時の半分に減少しているが、公務員

制度改革担当大臣の見解を伺いたい。

・公務員が民間企業で能力を発揮するため、癒着をチェッ

クする体制を作った上で再就職を促進してはどうか。

・官僚主導の公務員制度を改革するため、事務次官制度を

廃止する必要があるのではないか。

（環境省所管）

藤 井 勇 治君（自民）

・地球温暖化問題の解決等に向けた関係諸国との連携体制

の在り方や、環境サミットとも呼ばれている洞爺湖サミ

ットにおいて我が国が果たすべき国際的役割について、

環境大臣はどのように考えているか。

・琵琶湖におけるブラックバス等の外来魚及びカワウによ

る漁業被害、水質汚濁等の環境問題に対し、環境省が関

係機関と結束して取り組んでいく必要があると考えるが、

環境大臣の見解を伺いたい。

（国会所管）

津 村 啓 介君（民主）

・天皇皇后両陛下と皇太子殿下ご一家のご関係について宮

内庁が果たすべき役割はどのようなものと考えるか。

・議院運営委員会衆議院事務局等の改革に関する小委員会

中間取りまとめに基づいて実施されている改革の実施状

況と効果はどのようなものか。

・立法補佐機能強化のため策定された「調査局ビジョン」

の内容及び公表方法について説明されたい。

篠 田 陽 介君（自民）

・九段議員宿舎から赤坂議員宿舎への転居の状況はどのよ

うになっているか。また、転居を更に促進する方策を考

えているのか。

・衆議院事務局等の国会の各組織における業務の実態等は

どのようなものか。

（内閣府（金融庁）所管）

広 津 素 子君（自民）

・商品先物取引所は、市場においてどのような役割を果た

しているか。

・我が国の漁業及び中小企業等が資源の価格高騰で影響を

受けていると考えるが、投機マネーの規制が必要ではな

いか。
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（内閣府（警察庁）所管）

井 澤 京 子君（自民）

・平成 17年 12 月に宇治市で塾講師が生徒を刺殺した事件

の後、(社)全国学習塾協会が児童・生徒の安全のための

指針を作成するなど対応しているが、学習塾に通う子ど

もの安全確保策の状況について伺いたい。

・児童虐待の通告を受けた後、48 時間以内に子どもの安全

を確認する取組みなど、児童虐待への早期対応の制度は

整備されてきたが、児童相談所の対応体制はできている

のか。

・生後４か月までの赤ちゃんのいる全戸を訪問するという

「こんにちは赤ちゃん事業」の普及のためにどのような

取組みをしているのか。

（内閣府（本府）所管）

市 村 浩一郎君（民主）

・平成 20年 12 月に新しい公益法人制度が施行されるが、

同制度と特定非営利活動法人制度を一体化するべきでは

ないか。

・非営利法人への寄付金の悪用を防止するため、特定口座

を使った寄付の仕組みをつくるべきであると考えるが、

金融担当大臣の見解はどうか。
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第 2分科会

（総務省、財務省、文部科学省及び防衛省所管）

・増田総務大臣、渡海文部科学大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

（文部科学省所管）

長 島 昭 久君（民主）

・地域社会において、教育の担い手となる人材の育成が必

要であるが、文部科学大臣の所感を伺いたい。また、ど

のような財政的な支援を考えているか。

・学校運営協議会等を設置するコミュニティスクールは地

域再生の切り札としても推進すべきと考えるが、現状と

予算はどうなっているか。また、全国展開への意気込み

について文部科学大臣の所見を伺いたい。

山 井 和 則君（民主）

・史跡指定の申請を予定している宇治川護岸遺跡（太閤堤）

と、恭仁宮跡の史跡公園としての整備事業に対し、国と

しての支援について伺いたい。

・後期高齢者医療制度への移行により、多くの市町村にお

いて後期高齢者に対する人間ドック及び脳ドックの受診

費用の補助が打ち切られていることについて厚生労働省

の見解を伺いたい。

吉 田 泉君（民主）

・学校において臨時的任用教員である常勤講師（１年契約）

が非常に多いが、その現状及び制度の意義と法的根拠に

ついて伺いたい。

・常勤講師は、正規教員と同様に勤務し、その大部分が数

年後に正規教員として採用されている現状からみて、最

初から正規教員として採用できるよう、国としても都道

府県教育委員会を指導すべきと考えるが、文部科学大臣

の見解を伺いたい。

田 嶋 要君（民主）

・文部科学省の「24 時間いじめ相談ダイヤル」は、利用実

績が少なく今後の見直しが必要ではないか。また、「チャ

イルドライン」等の民間の電話相談活動に対する財政支

援について文部科学大臣の所見を伺いたい。

・学習指導要領の改訂の際に、国会議員からどのような意

見があったのか公開するなど透明性を向上させることが

必要と考えるが、文部科学大臣はどのように考えるか。

石 関 貴 史君（民主）

・文部科学大臣は「ゆとり教育」とはどのようなものであ

ると考えるか。

・東京福祉大学の学長が逮捕されているが、同大学の設置

認可に当たって文部科学省はどのような調査をしていた

のか。

・給食費の未納問題に対して、文部科学大臣はどのような

認識を持っているか。

寺 田 学君（民主）

・高等学校卒業程度認定試験の採点ミス問題の最終的な責

任は文部科学省にあると思うが、文部科学大臣の認識と

現在の対応状況を伺いたい。

・被害者全員に対し損害額の実態調査を行うべきではない

か。また、誤った成績証明書が交付された受験者に対し

ても賠償する必要があるのではないか。

福 島 豊君（公明）

・障害児教育の中で自閉症という障害はどのように位置付

けられているか、また、教員養成課程における自閉症に

ついての教育の内容について伺いたい。

・我が国の大学医学部に児童精神医学講座を設ける必要が

あると考えるが、文部科学省はどのように認識している

か。

（総務省所管）

小 野 次 郎君（自民）

・ＪＲ中央線の塩山・高尾間はトンネルが多く、携帯電話

の利用が困難であるが、電波不感地帯の解消についてど

のような方策が講じられているのか。

・トンネルや地下街など移動中の電波不感地帯の解消に向

けて、総務省としても国土交通省、民間事業者及び地方

自治体との協力を図るべきと思うが、総務大臣の認識を

伺いたい。

岡 本 充 功君（民主）

・新しい公益法人制度改革において、公益法人の在り方は

どのような部分が変わったのか。また、公益事業に係る

比率が 50％以上という公益法人の認定基準の考え方に

ついて伺いたい。

・公立病院の建替えに対する国としての支援措置を伺いた

い。また、病床利用率が低水準であることを理由に交付

税措置を減少させないようにすべきではないか。
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第 3分科会

（厚生労働省、農林水産省及び経済産業省所管）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・西川厚生労働副大臣、岸厚生労働副大臣、今村農林水産副大臣、新藤経済産業副大臣、伊藤厚生労働大臣政務官及び

政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人） 農林漁業金融公庫総裁 高 木 勇 樹君

（質疑者及び主な質疑内容）

（農林水産省所管）

逢 坂 誠 二君（民主）

・我が国の食料自給率の低下及び昨今の世界的な食糧不足

に係る農林水産副大臣の見解を伺いたい。また、食料自

給率の向上のためには、地産地消の推進が必要と考える

が、食に関する「ご当地検定」の取組を支援する必要が

あるのではないか。

・漁港の整備に当たっては、既存ストックの有効活用等、

地域の実情に応じた取組が必要ではないか。

赤 池 誠 章君（自民）

・農業の担い手対策として、新規学卒者や他産業従事者等

の就農支援策をどのように実施していくのか。

・耕作放棄地の全国実態調査を実施するに当たり、市町村

や農業委員会の負担を軽減する必要があるのではないか。

三日月 大 造君（民主）

・全国の林業公社の経営状況について政府としてどのよう

に評価しているのか、また、経営状況の厳しい滋賀県造

林公社等に対し、政府としてどのような経営支援策を講

ずることとしているのか伺いたい。

赤 松 正 雄君（公明）

・明石海峡船舶衝突事故による被害回復状況及び政府の支

援について伺いたい。また、関係省庁の連絡会議を早期

に開催し支援体制を確立する必要があるのではないか。

・第 25回全国菓子大博覧会の開催を契機に、我が国の食文

化や食の安全に係る農林水産省のメッセージを発信する

必要があるのではないか。

（厚生労働省所管）

前 田 雄 吉君（民主）

・歴史ある鍼灸治療の利用促進、特に長寿（後期高齢者）

医療制度において鍼灸治療を受け易くする措置を講じる

必要があると思われるが、厚生労働副大臣の所見を伺い

たい。

・アメリカの「栄養補助食品健康教育法」に即して、我が

国においてもサプリメントを薬品と食品の間に位置付け

る法制化を行い、効能表示に係る規制を緩和する必要が

あるのではないか。

山 本 ともひろ君（自民）

・歯科医師数の削減が進められているが、歯学部の入学定

員の削減が進められないまま歯科医師国家試験の合格基

準の引き上げが進められていることは問題ではないか。

・レセプトのオンライン化が平成 23 年に義務化されるが、

国は歯科医療機関の費用負担について補助すべきではな

いか。あるいは、オンライン化を自由選択制にすべきで

はないか。

北 神 圭 朗君（民主）

・厚生年金保険の平成７～14年度の特別保険料については、

納付保険料が納付者の受給権に反映されていない。当該

期間に徴収した特別保険料を遡及的に納付者の受給権に

反映させるか、又は納付者に還付すべきではないか。

（経済産業省所管）

安 井 潤一郎君（自民）

・地域の基盤を担う商業の活性化のための後継者育成策、

いわゆる生鮮３品（精肉、鮮魚、青果）のモデル店舗づ

くりへの支援策、金融面での支援策等について伺いたい。

長 崎 幸太郎君（自民）

・次世代エネルギーパークの整備は新エネルギー技術等の

理解促進等のために有効であり、諸外国とも連携して推

進すべきではないか。

・現在、法人税の欠損金の繰戻しによる還付の適用が停止

されている状況の中で、中小企業の納税意欲を向上させ

るために、政府系金融機関を活用するなどの措置を検討

すべきではないか。

渡 辺 周君（民主）

・中国等において我が国の都道府県名や地域産品名の商標

出願・登録が盛んに行われており、農林水産品の輸出促
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進等の障害になる懸念がある。国が中心となって、より

迅速かつ積極的に対応していくべきではないか。

古 本 伸一郎君（民主）

・ガソリン価格の引下げとガソリン消費量の増大との関係

につき、価格弾力性だけではなく、地域の自動車保有台

数や世帯の自動車依存度を勘案した調査分析を行うこと

が必要ではないか。また、ハイブリッド車の普及支援の

必要性についての政府の見解を伺いたい。

・今国会に提出されている「特定商取引に関する法律及び

割賦販売法の一部を改正する法律案」により、善良な訪

問販売業者についても排除されるおそれがあるのではな

いか。
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第 4分科会

（法務省及び国土交通省所管）

・決算概要説明、決算検査報告概要説明及び会計検査院の指摘に基づき講じた措置の説明を聴取しました。

・鳩山法務大臣、冬柴国土交通大臣、平井国土交通副大臣、山本国土交通大臣政務官、政府参考人、最高裁判所当局及

び会計検査院当局に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

（国土交通省所管）

細 野 豪 志君（民主）

・国土交通省の改革本部の最終報告における道路関連公益

法人改革の基準を各省の公益法人全体に当てはめ、期限

を切って改革すべきではないか。

・(社)国際建設技術協会の委託契約について、諸経費の積

算に設計業務等の積算基準を適用しているが、積算基準

を見直すべきではないか。

・(財)道路保全技術センターの再委託先について公表すべ

きではないか。また、公費により委託した調査研究の報

告書は原則公開すべきではないか。

・海賊によるタンカー襲撃事件や他国船舶が資源探査をし

ているような場合にも取り締まれるよう法整備すべきで

はないか。また、海洋基本計画の策定を受け、東シナ海

の天然ガス試掘を進めるべきではないか。

牧 原 秀 樹君（自民）

・暫定税率の失効により、まちづくり等道路以外の地方自

治体の運営・事業に、どのような影響が出ているのか。

・さいたま市内の鉄道駅のバリアフリー化や鴻沼川の改修

状況、また、ＪＲ高崎線・宇都宮線の延伸計画の進捗状

況はどうなっているのか。

仲 野 博 子君（民主）

・地方空港の利用促進について、地方任せではなく、国と

して対応するべきと考えるが、国土交通大臣はどのよう

に考えているか。

・中標津～新千歳路線の廃止について国土交通大臣はどの

ように考えているか、また、中標津～羽田路線の増便に

ついて航空会社を協議のテーブルにのせるようできない

か。

（法務省所管）

矢 野 隆 司君（自民）

・入院等のため勾留執行停止決定を受けた被告人の逃亡事

案が続いているが、裁判所は、逃亡防止の手立てが担保

されていることを確認して勾留執行停止決定を行う必要

性があるのではないか。

・冤罪によって刑事施設に収容された者に係る身分帳につ

いては、その記録の消去などをするべきと考えるが、長

期にわたって保存する理由について伺いたい。

横 山 北 斗君（民主）

・新司法試験の合格率が７、８割になるとの期待を裏切る

現状となっているが、法科大学院の定員と合格者数の関

係についてどのように対応するのか。

・無実の者が犯人に仕立てられ、勤務先から解雇されるこ

とがあるが、その救済策はあるのか。また、一審、二審

で有罪とされた者が裁判確定前に解雇されることに正当

性はあるのか。

橋 本 岳君（自民）

・「医療の安全の確保に向けた医療事故による死亡の原因究

明・再発防止等の在り方に関する試案」では「医療安全

調査委員会」が想定されているが、捜査機関は、同委員

会の専門的な調査を尊重した対応を行っていくのか。

鈴 木 宗 男君（無）

・最高裁判所で無罪が確定した元被告人についてのロサン

ゼルス捜査当局の動き及びこれに対する我が国の捜査協

力について、法務大臣はどのように考えるか。

・42年間拘禁されている袴田死刑囚について、心身状態を

確認して死刑執行停止命令を発するべきではないか。ま

た、同事件の経緯にかんがみ、取調べの全面可視化を図

るべきではないか。

（国土交通省所管）

篠 原 孝君（民主）

・不動産鑑定評価法に基づく不動産鑑定士の措置要求事案

において、被措置要求者が行った鑑定評価を国土交通省

が不当と認めなかった理由を明らかにすべきではないか。

・道路特定財源が地方の道路に優先的に配分されるよう配

慮する必要があるのではないか。

藤 田 幹 雄君（自民）

・構造計算書偽装問題の経緯と建築確認制度の改善の状況

について伺いたい。



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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・道路特定財源における暫定税率の失効により、湾岸船橋

インターチェンジ事業への影響はどうなっているか。ま

た、首都高速道路の料金体系の見直し状況はどうなって

いるか。


